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【NEグループ：会津ラボ】 

「再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業」 

“ブロックチェーンを活用した電力取引” 実証結果を福島県へ報告 

～ブロックチェーンの有効性などを検証～ 

 
日本エンタープライズ株式会社（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長：植田勝典）の子

会社で、エネルギー・マネージメントシステム（EMS）開発に取組む株式会社会津ラボ(本社：福島

県会津若松市、代表取締役社長：久田雅之、以下、会津ラボ)と、エネルギー事業を展開する株式会

社エナリス（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：小林昌宏、以下、エナリス）は、「ブロックチェ

ーンを活用した電力取引サービス」の共同検証を進めています。 

平成29年6月に、福島県が実施する「再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業」に採択さ

れ、両社はブロックチェーンを活用した電力取引等の実証事業を、福島県内で実施してまいりました。この

度、その実証実験が終了し、その結果を福島県に報告しましたので、お知らせいたします。 

 

 今般の共同実証事業は、一般家庭の電力使用データを活用してディマンドリスポンス（以下、DR）（※1） 

や見守りサービスを行う際に、電力使用（抑制・遮断）データの記録基盤としてブロックチェーンが有効に

働くかを検証することを目的として行いました。 

実証には、福島県内の一般家庭に協力をお願いして、コンセント型スマートメーター「スマートプラグ」を配

付・設置し、各家庭の電力データの記録には、分散型台帳技術ブロックチェーン基盤「Hyperledger 

Fabric」（※2）を採用しています。 

なお、本実証事業には、公立大学法人会津大学（所在地：福島県会津若松市、理事長兼学長：

岡嶐一、以下、会津大学）が技術実証アドバイザリーとして参画しました。 

 

 実証と成果の概要については、次ページ以降をご覧ください。 

 
 

（※1）「ディマンドリスポンス」とは 

卸市場価格の高騰時または系統信頼性の低下時に、電気料金価格の設定やインセンティブの支払いに応じて電力の使

用を抑制するよう、需要家側に電力消費パターンを変化させること 
（※2）「Hyperledger Fabric」とは 

 「Hyperledger Fabric」は、The Linux Foundation でホストしている Hyperledger プロジェクトの 1 つで、エンタ

ープライズ向けに構築された、主要なオープンソースの汎用ブロックチェーン・ファブリックです。 
 

本件に関するお問合せ                       

＜報道関係者＞ 日本エンタープライズ株式会社（広報・IR グループ）  

TEL:03-5774-5730 EMAIL:ir@nihon-e.co.jp 
 

http://www.nihon-e.co.jp 

＜お  客  様＞ 株式会社会津ラボ（久田）                        

TEL:0242-23-8285 EMAIL:info@aizulab.com 
 

http://www.aizulab.com 

 ※NEグループ：日本エンタープライズグループ   ※記載されている会社名及び商品名／サービス名は、各社の商標または登録商標です 
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http://www.nihon-e.co.jp/
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NEWS RELEASE 
 

平成30年3月22日 

 

株 式 会 社 会 津 ラ ボ 

 

株 式 会 社 エ ナ リ ス  

 

「再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業」 

“ブロックチェーンを活用した電力取引” 実証結果を福島県へ報告 

～ブロックチェーンの有効性などを検証～ 

 
 エネルギー・マネージメントシステム（EMS）開発に取組む株式会社会津ラボ(本社：福島県会津若松

市、代表取締役社長：久田雅之、以下、会津ラボ)と、エネルギー事業を展開する株式会社エナリス（本

社：東京都千代田区、代表取締役社長：小林昌宏、以下、エナリス）は、「ブロックチェーンを活用した

電力取引サービス」の共同検証を進めています。 

平成29年6月に、福島県が実施する「再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業」に採択さ

れ、両社はブロックチェーンを活用した電力取引等の実証事業を、福島県内で実施してまいりました。この

度、その実証実験が終了し、その結果を福島県に報告しましたので、お知らせいたします。 

 

 今般の共同実証事業は、一般家庭の電力使用データを活用してディマンドリスポンス（以下、DR）（※

1）や見守りサービスを行う際に、電力使用（抑制・遮断）データの記録基盤としてブロックチェーンが有効に

働くかを検証することを目的として行いました。 

実証には、福島県内の一般家庭に協力をお願いして、コンセント型スマートメーター「スマートプラグ」を配

付・設置し、各家庭の電力データの記録には、分散型台帳技術ブロックチェーン基盤「Hyperledger 

Fabric」（※2）を採用しています。 

なお、本実証事業には、公立大学法人会津大学（所在地：福島県会津若松市、理事長兼学長： 

岡嶐一、以下、会津大学）が技術実証アドバイザリーとして参画しました。 

 

 実証と成果の概要については、次ページ以降をご覧ください。 

 
 

（※1）「ディマンドリスポンス」とは 

卸市場価格の高騰時または系統信頼性の低下時に、電気料金価格の設定やインセンティブの支払いに応じて電力の使

用を抑制するよう、需要家側に電力消費パターンを変化させること 
（※2）「Hyperledger Fabric」とは 

 「Hyperledger Fabric」は、The Linux Foundation でホストしている Hyperledger プロジェクトの 1 つで、エンタ

ープライズ向けに構築された、主要なオープンソースの汎用ブロックチェーン・ファブリック 
 

本件に関するお問合せ                       

 株式会社会津ラボ（久田）                        

TEL:0242-23-8285 EMAIL:info@aizlab.com 
 

http://www.aizlab.com 

 株式会社エナリス（広報・IR 部） 

 TEL:03-6657-5453 EMAIL:pr@eneres.co.jp www.eneres.co.jp 

 
   ※記載されている会社名及び商品名／サービス名は、各社の商標または登録商標です  
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【ディマンドリスポンス実証】  

１． 目的 

DR に一般家庭が参加する際に、ブロックチェーンを介した電力取引が有効に機能することを検証する。 

 

２． 実施概要 

常時スマートプラグで計測してブロックチェーン上に記録されている家電の電力使用データを活用し、

以下の流れで DR を実施。 

① 模擬の DR 要請を発令（3 時間前要請） 

② ブロックチェーン上に記録されている家電の使用データから、対応可能な需要家を選定 

③ 需要家に DR 要請を行い、承認をもらう 

④ DR の実施 

⑤ 抑制量の報告 

 

■実施場所：福島県（会津若松市、いわき市、郡山市、浪江町、福島市、本宮市） 

■実施規模：約 400 世帯（スマートプラグ 1471 個） 

■実施期間：平成 29 年 12 月〜平成 30 年 2 月末日 

■検証のポイント： 

・ブロックチェーンを介したときの処理速度 

・ブロックチェーンのセキュリティ 

・ブロックチェーンの可用性 

■各社の役割 

・エ ナ リ ス：アグリゲーターとして、電力会社の DR 要請と需要家のとりまとめ 

         需要家向けアプリの開発 

・会 津 ラボ：スマートプラグを介した電力データの取得と、ブロックチェーンへの書き込みの実施 

・会津大学：全体の技術支援 
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３． 結果（一部） 

１区画（20 世帯）において実施した模擬 DR 結果 

 

４． 検証結果 

① ブロックチェーンを介したときの処理速度 

ブロックチェーンが介在することで、処理速度が遅くなることが懸念されたが、今回の 3 時間前に

要請のある DR を実施する場合、特に処理速度に問題はないことがわかった。 

② ブロックチェーンのセキュリティ 

ブロックチェーンの耐故障性、耐改ざん性によってセキュリティは強化された。 

※「プライベート型」のシステムを採用 

③ ブロックチェーンの可用性 

本実証においては、ブロックチェーンの介在者はエナリスと会津ラボの 2 社のみだったが、介在者が

多いほど可用性が高まるブロックチェーンの特性上、今後、ノードの保有者が小売電気事業者、

発電所や消費者まで普及すれば、現在の中央サーバー型よりも障害耐性が高まることが想定さ

れる。 

 

【見守りサービス実証】 

１． 目的 

一般家庭の電力データを活用して見守りサービスを行う際に、ブロックチェーンを活用することが有効

であるかを検証する。 

 

２． 実施概要 

常時スマートプラグで計測してブロックチェーン上に記録されている家電の電力使用データを活用し、

電力の使用状況に異常を検知した際に、登録者にアラートを送るサービスを実施。 

■実施場所：福島県浪江町 

■実施規模：数十世帯 

■実施期間：平成 30 年 2 月 1 日~平成 30 年 2 月末日 

■検証のポイント： 

・ブロックチェーン使用による情報の秘匿性 

・ブロックチェーンのスマートコントラクト機能の活用 

・ブロックチェーンの可用性 

■各社の役割 

・エ ナ リ ス： ブロックチェーンに書き込まれたデータを活用したサービス企画（アプリ開発を含む） 

・会 津 ラボ： スマートプラグを介した電力データの取得と、ブロックチェーンへの書き込みの実施 

・会津大学：全体の技術支援 
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３． 検証結果 

① ブロックチェーン使用による情報の秘匿性 

本実証で採用した「プライベート型」ブロックチェーンは、当事者以外は電力使用量データを閲

覧できないため、情報の秘匿性には問題がないことがわかった。 

だれでも閲覧が可能となる「パブリック型」ブロックチェーンでは、見守り生活者の生活パターン等

から属性を類推することが可能となる懸念がある。 

② ブロックチェーンのスマートコントラクト機能の活用 

見守り対象者と登録者との契約管理や、一定の条件で警報を発するサービスなどにスマートコ

ントラクト（契約の自動執行）機能は相性が良い。 

③ ブロックチェーンの可用性 

本実証においては、ブロックチェーンの介在者はエナリスと会津ラボの 2 社のみだったが、介在者

が多いほど可用性がたかまるブロックチェーンの特性上、今後、介在者が増えれば現在の中央

サーバー型よりも障害耐性が高まることが想定される。万が一に対応した適切な対処が必要と

なる見守りサービスのようなサービス運営には向いていると考える。 

 

【実証全体のまとめと次年度の展開】 

 本実証による検証の結果、ブロックチェーンは、分散型が進む電力取引において処理速度を損なう

ことなく、セキュリティ、可用性を大幅に向上する可能性が高いという結論に至りました。ブロックチェーン

のこうした可能性は、システム投資の大幅抑制や、大手小売電気事業者だけではなく中小規模小売

電気事業者への事業機会拡大につながると予想しています。 

次年度以降の実証においては、福島県内での P2P 電力取引を実施し、約定（マッチング）機能

とインバランス等を含めた検証を行うことを計画しています。 

 電力取引を一般に普及させるためには、売り注文と買い注文を効率的に約定させることが重要で

す。そのため、市場運営者やネガワットアグリゲーターは注文を自市場に集中させることになりますが、こ

うした約定処理に、分散したネットワーク上で処理を行うブロックチェーンが適しているかについて検証を 
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行う必要があると考えています。（仮想通貨取引所などでは約定処理を中央サーバーで行うケースが

多いです。） 

 また、電力取引においては、約定後に発生するインバランスをブロックチェーン上でどのように取り扱うか

についても、課題があると考えております。 

 

【関連情報】 

〇平成 30 年 1 月 16 日 発表リリース 

http://www.aizulab.com/pdf/20180116aizulab.pdf 

〇平成 29 年 6 月 9 日 発表リリース 

http://www.aizulab.com/pdf/20170609aizulab.pdf 

〇平成 29 年 5 月 31 日 発表リリース 

http://www.aizulab.com/pdf/20170531aizulab.pdf 

http://www.eneres.co.jp/pr/20170531.html 

〇福島県「再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業」

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/32021b/h29gijutujisyo.html 

〇「福島新エネ社会構想」 

http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/fukushima_vision/pdf/fukus

hima_plan_ja.pdf 
 
 

 

■株式会社会津ラボ 

コンピュータ理工学を専門とする国際色豊かな公立大学法人「会津大学」（平成 5 年 4 月開学）の

第 1 期生が、平成 19 年 1 月に設立。平成 24 年 4 月に商号を株式会社会津ラボへ改めました。会津

ラボは、「会津大学」の大学発ベンチャー企業として公式認定を受けています。「会津大学」建学の理念"to 

advance knowledge for humanity"を掲げ、人類の為になる高度な知識と技術を世の中へ創出して

まいります。 

所 在 地 : 福島県会津若松市インター西 53 2F 

代 表 者 : 代表取締役社長 久田雅之 

事 業 内 容 : iOS/Android 対応アプリケーションの開発/研究開発 

ホームページ制作/3DCG作成/映像加工/イラスト作成/各種デザイン 

資 本 金 : 2,991 万円 

設 立 : 平成 19 年 1 月 4 日 

U R L : http://www.aizulab.com/ 

 

■株式会社エナリス 

新電力の需給管理業務代行を創業事業として、2004 年に設立されたエナリスは、需要予測や気象予

報士による発電予測など、需給管理業務代行を通じて得たノウハウを活かし、現在は、法人電力ユーザー 

向けに最適な電力を提案する「エネルギーエージェントサービス」などを展開しています。 

エナリスは、分散型エネルギー社会を見据え、今後もさまざまな取り組みを進めてまいります。 

所 在 地 : 東京都千代田区神田駿河台二丁目５番地１ 御茶ノ水ファーストビル 14F 

代 表 者 : 代表取締役社長 小林昌宏 

事 業 内 容 : エネルギー情報業 

資 本 金 : 357,153 万円 

設 立 : 平成 16 年 12 月 24 日 

U R L : http://www.eneres.co.jp 
 

http://www.aizulab.com/pdf/20180116aizulab.pdf
http://www.aizulab.com/pdf/20170609aizulab.pdf
http://www.aizulab.com/pdf/20170531aizulab.pdf
http://www.eneres.co.jp/pr/20170531.html
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/32021b/h29gijutujisyo.html
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/fukushima_vision/pdf/fukushima_plan_ja.pdf
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/fukushima_vision/pdf/fukushima_plan_ja.pdf
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【参考資料】 

会津ラボとエナリスは、ブロックチェーンを活用したエネルギーシェアアプリ「サーキュラ」

を開発しました。 

本実証でも、需要家との情報共有ツールとして「サーキュラ」を使用しております。 
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